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Ⅰ 基本的な考え方 

 

 １ 人口ビジョン及び総合戦略の趣旨 

 

（１）まち・ひと・しごと創生法の制定 

 

    我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯

止めをかけるとともに、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来に

わたって活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生

法（平成２６年法律第 136号）が制定されました。 

 

（２）国の「長期ビジョン」及び「総合戦略」の策定 

 

    国は、平成 26年 12月 27日に、人口の現状と将来の姿を示し、今後目指

すべき将来の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び

今後５か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」をそれぞれ閣議決定し、まち・ひと・しごと創生

に総合的に取り組むこととしました。 

 

（３）地方公共団体による「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」の策定 

 

    まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり、中長期的視

点に立って取り組む必要があることから、国は全国の地方公共団体に対して、

人口の現状と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」を策定するととも

に、今後５か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「都道

府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「市町村まち・ひと・しごと創

生総合戦略」（以下「地方版総合戦略」）を策定するよう要請しています。 

    「地方版総合戦略」については、まち・ひと・しごと創生法の第９条で都

道府県版を、第 10条で市町村版を策定するよう努めなければならないと定

められています。（次ページの「【参考】まち・ひと・しごと創生法（平成 26

年法律第 136号）抜粋」を参照） 

    また、地方版総合戦略は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平

成 26年 12月 27日閣議決定）を勘案して策定することとされています。 
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 （４）新宿区における人口ビジョンと総合戦略の策定 

 

    新宿区では、将来の人口動向を見据え、持続的に発展を続ける新しい新宿

のまちづくりに向けて「新宿区人口ビジョン」及び「新宿区総合戦略」を策

定することとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 対象期間 

 

   新宿区総合戦略の対象期間は、平成２７年度から３１年度の５か年とします。 

 

【参考】まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第 136号）抜粋 
 
（都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
第九条 都道府県は、まち・ひと・しごと創生総合戦略を勘案して、当該都道府
県の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策についての基本
的な計画（以下「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）を定め
るよう努めなければならない。 

２ 都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項につい
て定めるものとする。 
一 都道府県の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 
二 都道府県の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、都道府県が講ず
べき施策に関する基本的方向三前二号に掲げるもののほか、都道府県の区域

におけるまち・ひと・しごと創生に関し、都道府県が講ずべき施策を総合的
かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 都道府県は、都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、又は変更した
ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

 
（市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略） 
第十条 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略が定められてい
るときは、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び都道府県まち・ひと・しごと
創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・し
ごと創生に関する施策についての基本的な計画（次項及び第三項において「市
町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）を定めるよう努めなければな

らない。 
２ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項について
定めるものとする。 
一 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 
二 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき
施策に関する基本的方向三前二号に掲げるもののほか、市町村の区域におけ

るまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき施策を総合的かつ計画
的に実施するために必要な事項 

３ 市町村は、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、又は変更したとき
は、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 
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 ３ 「新宿区総合戦略
せんりゃく

」と「新宿区総合計画
けいかく

」との関係 

 

地方版総合戦略は、前述のとおり、人口減少克服と地方創生を目的としてお

り、国が示した政策分野を勘案して策定するものです。 

新宿区においても、この考え方を踏まえ、新宿区総合戦略を策定します。 

 

一方、新宿区総合計画は、「新宿区基本構想」で示した“めざすまちの姿”「『新

宿力』で創造する、やすらぎとにぎわいのまち」を実現するための、まちづく

りの方向性と、区政運営の方向性を示したものです。 

新宿区総合計画は、基本構想を受けた最上位計画であり、各分野の個別計画

を総合的に調整する指針です。 

また、新宿区総合計画は「基本計画」と「都市マスタープラン」の性格もあ

わせ持ち、一体的な計画として策定したものです。 

 

   このように、「新宿区総合戦略」と「新宿区総合計画」では、その目的と政

策範囲は異なります。 

   このため、「新宿区総合計画」とは別に「新宿区総合戦略」を策定すること

とします。 

   なお、「新宿区総合戦略」の具体的な施策の内容や数値目標については、「新

宿区総合計画」及び「実行計画」と整合を図ることとします。 
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「新宿区総合計画
けいかく

」と「新宿区総合戦略
せんりゃく

」の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

○新宿区総合計画は、「新宿区基本構想」で

示した“めざすまちの姿”を実現するため

の、まちづくりの方向性と、区政運営の方

向性を示したものである。 

 

○新宿区総合計画は、基本構想を受けた最上

位計画であり、各分野の個別計画を総合的

に調整する指針である。 

 

○新宿区総合計画は、「基本計画」と「都市

マスタープラン」の性格もあわせ持ち、一

体的な計画として策定したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「実行計画」は、新宿区総合計画に示した

施策を具体の事業として計画的に実施す

るために策定したものである。 

基本計画 

新宿区総合計画 

実行計画 

 
 

○地方版の総合戦略は、人口減少克服と地

方創生（地方経済活性化）を目的として

おり、国が示した政策分野を勘案して策

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新宿区総合計画の目的と政策範囲とは

異なることから、総合計画とは別に新宿

区総合戦略を策定する。 

 

○具体的な施策の内容や数値目標につい

ては、新宿区総合計画及び実行計画と整

合を図ることとする。 

 

新宿区基本構想 

整合 
【新宿区総合戦略の基本目標】 

基本目標１ 賑わい都市・新宿を創造する 

基本目標２ 地方と連携し共に発展する 

基本目標３ 子育てしやすいまちとして 

選ばれる都市をつくる 

基本目標４ 心豊かに自分らしく生きること 

ができる地域社会の実現 

基本目標５ 高度防災都市化と安全安心の強化 

まち・ひと・しごと創生法 

新宿区総合戦略 
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Ⅱ 新宿区総合戦略の基本目標 

～新宿区の地域特性から見た新宿区総合戦略の方向性～ 

 

１ ５つの基本目標 

 

   新宿区では、区の地域特性を踏まえ、次のとおり総合戦略の基本目標を定め

ることとします。 

   新宿区の地域特性と基本目標との関係は、７ページ以降で説明しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 賑わい都市・新宿を創造する 

（分野：都市基盤、みどり、環境、産業振興、観光、文化・スポーツ） 

基本目標２ 地方と連携し共に発展する 

（分野：地方との連携、友好都市との交流） 

基本目標３ 子育てしやすいまちとして選ばれる都市をつくる 

（分野：子育て支援、教育） 

基本目標４ 心豊かに自分らしく生きることができる地域社会の

実現 

（分野：健康、高齢者、障害者、セーフティネット、 

若者支援、男女共同参画、地域コミュニティ） 

基本目標５ 高度防災都市化と安全安心の強化 

（分野：耐震化、不燃化、防災、安全安心、生活環境） 
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新宿区 人口ビジョン・総合戦略 【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※基本目標ごとに数値目標を設定し、 

基本的方向を記述する。 

※具体的な施策ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定する。 

○友好都市交流の推進 

○災害時の相互援助協定 

○新宿の森（森林保全を通じた温室効果ガスの削減） 

○特別区全国連携プロジェクト            など 

○保育所待機児童の解消 ○放課後の居場所の充実 

○地域における子育て支援サービスの充実 

（子ども家庭支援センターの充実 子どもショートステイの拡充）   

○学校の教育力の向上 ○地域協働学校の推進 

○特別な支援を必要とする児童・生徒への支援     など 

○健康寿命の延伸 ○高齢者総合相談センターの機能の充実  

○認知症高齢者支援 ○介護保険サービスの基盤整備 

○障害者の福祉サービス基盤整備 ○糖尿病対策 

○こころの健康づくり ○セーフティネットの整備充実 

○男女共同参画の推進 ○ワーク・ライフ・バランスの推進 

○ＮＰＯや地域活動団体等、多様な主体との協働の推進  

○町会・自治会及び地区協議会活動への支援      など 

○建築物等耐震化支援事業（緊急輸送道路沿道建築物 等） 

○木造住宅密集地区整備促進 ○市街地再開発事業等 

○擁壁・がけ改修等支援事業 ○細街路の拡幅整備 

○地域防災力の向上 ○災害用避難施設及び備蓄物資の充実等  

○安全推進地域活動重点地区の活動強化 ○感染症対策 

○路上喫煙対策 ○アスベスト対策 ○空家等対策   など 

○新宿駅周辺地区の整備 ○歌舞伎町地区のまちづくりの推進 
○

など
○ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの推進 ○景観まちづくりの推進  
○新宿らしいみどりづくり ○地球温暖化対策  
○観光と一体となった産業振興 ○商店街支援
○
○仮称「漱石山房」記念館の整備）○スポーツ環境の整備 など 

 

 

 

 

 

基本目標１ 

賑わい都市・新宿を創造する 

分野：都市基盤、みどり、環境、 

産業振興、観光、文化・スポーツ 

 

基本目標２ 

地方と連携し共に発展する 

分野：

基本目標３ 

子育てしやすいまちとして 

選ばれる都市をつくる 

分野：子育て支援、教育 

 

基本目標４ 

心豊かに自分らしく生きること 

ができる地域社会の実現 

 

基本目標５ 

高度防災都市化と 

安全安心の強化 

分野：耐震化、不燃化、防災、 

安全安心、生活環境 

 

新
宿
区
総
合
戦
略 

Ⅰ 人口の現状分析 

・人口動向 ・人口移動 ・出生 ・産業 ・就業 等 

Ⅱ 将来推計人口  

Ⅲ 人口の将来展望 

目指すべき将来の方向性や施策の方向性を踏まえた人口の将来展望 

新
宿
区
人
口
ビ
ジ
ョ
ン 

基本目標 具体的な施策（事業） 

中
長
期
的
展
望 
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２ 新宿区の地域特性 

 

 

（１）都市 新宿の発展 

 

新宿は、元禄 11（1698）年、高遠藩主内藤家の屋敷跡地に、甲州街道の日本

橋と高井戸宿との間に置かれた新しい宿場町・「内藤新宿」として拓かれ、多く

の人が行きかうまちとして発展してきました。 

   現在の新宿区は、昭和 22(1947)年３月、旧四谷区・旧牛込区・旧淀橋区の 3

つの区の統合により発足し、進取の気象に溢れたまちとして多くの人を惹きつ

け、人口約 33万人の区民が暮らす交流生活都市となっています。一日の乗降

客数 350万人を超える新宿駅をはじめ、高田馬場駅、四ﾂ谷駅、市ｹ谷駅、飯田

橋駅など主要な交通結節点を抱え、昼間人口約 75万人を擁する大都市として

進化を続けています。また、高層ビル街や大規模繁華街、閑静な住宅街、歴史

や伝統が色濃く残る街並み、地場産業の集積する地域、学生街、多国籍な街な

ど多彩な顔を持ち、住み、働き、学び、楽しみ、憩い、集うことのできるまち

として、バランスのよい都市機能が集積しています。 

 

●住民基本台帳人口（外国人を含む）の推移（1985～2015年）（各年 1月 1日現在） 

 《新宿区人口ビジョン 図表２》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国籍別外国人割合（2015年 1月 1日住民基本台帳人口） 

《新宿区人口ビジョン 図表 15》 
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●区内主要駅の１日あたりの乗降客数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新宿区内の超高層ビル（東京都 2014建築統計年表） 

 200ｍ以上の超高層ビルの数 全国１位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●小売業の年間商品販売額         ●小売業の売り場面積 

（平成 24年経済センサス活動調査）    （平成 24年経済センサス活動調査） 

（地域経済分析システム）         （地域経済分析システム） 

新宿区は２３区中２番目に多い       新宿区は２３区中最も大きい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25 年度実績（JR 東日本・私鉄各社・東京地下鉄・東京都交通局） 

※JR 線に示す順位は、JR 東日本エリア内での乗降客数の１日平均の順位 
※JR 線の乗降客数は乗車人数の２倍として計算 

1,261,157

1,118,224

970,211

769,816

765,445

0 500,000 1,000,000 1,500,000

中央区

新宿区

豊島区

千代田区

港区

年間商品販売額（小売業） （百万円）

524,569

516,577

452,698

425,238

422,327

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000

新宿区

中央区

足立区

渋谷区

豊島区

売場面積（小売業）（㎡）

243.40 ｍ 東京都庁第一本庁舎 48 階

234.37 ｍ 東京オペラシティタワー 54 階

232.63 ｍ 新宿パークタワー 52 階

223.00 ｍ 新宿センタービル 54 階

212.00 ｍ 新宿住友ビル 52 階

209.90 ｍ 新宿野村ビル 53 階

209.40 ｍ 新宿三井ビル 55 階

203.65 ｍ ﾓｰﾄﾞ学園ｺｸｰﾝﾀﾜｰ 50 階

200.00 ｍ 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜本社ﾋﾞﾙ 43 階

195.23 ｍ 住友不動産新宿グランドタワー 40 階
189.42 ｍ 新宿アイランドタワー 44 階
183.83 ｍ 住友不動産新宿オークタワー 38 階
169.25 ｍ 京王プラザホテル本館 47 階
167.43 ｍ ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸﾀﾜｰ・ﾗ・ﾄｩｰﾙ新宿 45 階
166.50 ｍ 新宿フロントタワー 35 階
164.40 ｍ ＫＤＤＩビル 33 階
163.30 ｍ 東京都庁第二本庁舎 34 階
159.00 ｍ ｺﾝｼｪﾘｱ西新宿ﾀﾜｰｽﾞｳｴｽﾄ 44 階
140.00 ｍ エステック情報ビル 29 階
139.90 ｍ 住友不動産西新宿ビル 33 階
138.65 ｍ 京王プラザホテル南館 35 階
138.00 ｍ 河和田町ｺﾝﾌｫｶﾞｰﾃﾞﾝ（１号棟） 41 階
133.70 ｍ 新宿ＮＳビル 30 階
133.00 ｍ 工学院大学 29 階

130.80 ｍ 新宿国際ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ(ﾋﾙﾄﾝ東京） 38 階
130.64 ｍ シティタワー新宿新都心 37 階
129.98 ｍ ザ・センター東京 38 階
124.00 ｍ 新宿エルタワー 31 階
123.40 ｍ 新宿スクエアタワー 31 階
123.35 ｍ 新宿モノリスビル 30 階
123.16 ｍ ＮＴＴ東日本本社ビル 30 階

117.10 ｍ
ﾊｲｱｯﾄﾘｰｼﾞｪﾝｼｰ東京・
小田急第一生命ﾋﾞﾙ

28 階

113.30 ｍ 大日本印刷市谷工場 25 階
111.76 ｍ 西新宿三井ビルディング 27 階
111.70 ｍ ﾊﾟｰｸﾊﾋﾟｵ新宿ｲｰｽﾄｻｲﾄﾞﾀﾜｰ 32 階
110.00 ｍ 西早稲田ﾊﾟｰｸﾀﾜｰ 31 階
109.57 ｍ 新宿ｸﾞﾘｰﾝﾀﾜｰﾋﾞﾙ 29 階
104.40 ｍ ファーストリアルタワー新宿 32 階

新宿駅　全国１位 高田馬場駅 885,028 人/日 四ッ谷駅 295,079 人/日

JR線（11位） 403,026 人/日 JR線（45位） 184,862 人/日

東京地下鉄東西線 189,308 人/日 東京地下鉄丸ノ内線 69,148 人/日

西武新宿線 292,694 人/日 東京地下鉄南北線 41,069 人/日

JR線（１位） 1,502,036 人/日

東京地下鉄丸ノ内線 227,366 人/日

都営地下鉄新宿線 266,869 人/日 飯田橋駅 384,620 人/日 市ヶ谷駅 336,314 人/日

都営地下鉄大江戸線（新宿駅） 133,075 人/日 JR線（46位） 182,392 人/日 JR線（77位） 117,800 人/日

都営地下鉄大江戸線（新宿西口駅） 54,489 人/日 東京地下鉄東西線 66,532 人/日 東京地下鉄有楽町線 96,447 人/日

小田急線 494,184 人/日 東京地下鉄有楽町線 71,605 人/日 東京地下鉄南北線 34,916 人/日

京王線 730,849 人/日 東京地下鉄南北線 35,087 人/日 都営地下鉄新宿線 87,151 人/日

西武新宿線（西武新宿駅） 175,244 人/日 東京地下鉄大江戸線 29,004 人/日

3,584,112 人/日
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●専修学校・各種学校の数（平成 26年 5月 1日） 

 新宿区は、学校数と生徒数ともに、２３区中最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●滞在人口（地域経済分析システム） 

 平日の滞在人口：新宿区は２３区中３番目（人口比５番目）に多い 

 休日の滞在人口：新宿区は２３区中３番目（人口比５番目）に多い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●居住継続意向（平成 26 年度区民意識調査）《新宿区人口ビジョン 図表 62》 

「Ｑ これからも新宿区に住み続けたいですか。」ｎ＝1,308 

82％が「これからも新宿区に住み続けたい」と回答 
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滞在人口（平日）と人口比（2014年1日平均）

滞在人口 滞在人口比（対国調人口） （右目盛り）

（人口比）

千代田区 46.0

新宿区 5.6
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滞在人口 滞在人口比（対国調人口） （右目盛り）

74

55

46

35

27

－ 20 40 60 80

新宿区

渋谷区

豊島区

千代田区

中野区

専修学校・各種学校数 （上位5区）（校）

25,867

19,232

17,657

14,750

9,187

－ 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

新宿区

渋谷区

豊島区

千代田区

江戸川区

専修学校・各種学校生徒数 （上位5区）（人）

38.9% 43.5% 6.5%7.3% 3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ずっと住み続けたい できれば住み続けたい

できたら区外に転出したい すぐにでも転出したい

わからない 無回答
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●新宿区民（15 歳以上就業者・通学者）の就業・通学先地域の割合（2010 年国勢調査） 

《新宿区人口ビジョン 図表 48》 

区民の約４割は区内の就業・通学、約３割が都心３区・隣接区４区へ就業・通学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新宿区の暮らしやすさ・魅力 

（平成 26 年度区民意識調査）《新宿区人口ビジョン 図表 64》 

「Ｑ 新宿区に住んで暮らしやすい、または魅力があると思えることは」ｎ＝966 

「通勤・通学など交通の便が良い」が 80％を占め、「買い物に便利」が 41％、「医療機関

が多い」も 34％と高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宿区
43%

都心3区・隣

接4区
32%

その他

特別区
11%

都内市町村
3%

他県
5%

市区町村

不詳
6%

都心3区：千代

田、中央、港区

隣接3区：文

京、渋谷、中

野、豊島区

n=134,650

人

80.0%

41.1%

34.2%

19.1%

18.2%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤・通学など交通の便がよい

コンビエンスストアや商店が多く、

買い物に便利

医療機関が多い

飲食店や娯楽施設が多い

住まい周辺の環境が良い

図書館・文化・スポーツ施設が充

実している
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（２）賑わい都市・新宿の創造と地方との連携 

 

① 集客都市・新宿 

   

多種多様な企業や人々が集積する大都市では、様々な知識・技術を持つ人々

の相互の交流により、情報やアイディアが広く伝播し、新たな技術の創出、生

産性の向上など都市全体の活力や経済活動水準が高まることが指摘されていま

す。こうした都市の集積効果は、人々や企業が多く集まるところほど高くなる

ことも検証されています。 

 

また、商業施設や医療機関などの生活基盤施設の高度な集積により、利便性

や満足度の高い魅力あるまちとして受け入れられます。  

こうした都市の集積の利益を最大限に活用するため、人々や企業などの活動

が活発に、より効率的になるよう都市機能を向上させていくことが必要です。 

 

新宿においては、大型商業施設や映画館などの集客施設、ホテル、飲食店な

どのいわゆるビジターズ産業（集客産業）を柱とする経済活動が中心となって

います。また、成長の原動力といえる情報通信関連産業、学術研究・専門技術

サービス業も多く集積しています。一方で、印刷・製本関連業、染色業が地場

産業であるなど、様々な産業が集積していることが強みといえます。 

 

こうした強みを生かし、持続的な発展に向けて魅力あふれる集客都市として

選ばれるまちの実現に向けた取り組みが必要です。 

新宿のまちは、多様で個性的な顔を併せ持ち、幅広い商品・サービスが提供

され、様々な出会いと交流、体験のできるまちです。また、歴史や文化的色彩

に溢れ、自然やみどりも多く、粋な雰囲気の街並みや様々なグルメが楽しめる

など、住み、働き、学ぶ人はもとより訪れる人にとっても惹きつけられる場や

空間を提供しています。 

 

こうした新宿の魅力を向上させるため、まちの回遊性や利便性を高めるなど

都市機能を向上させ、快適な都市空間の形成や、みどり豊かな環境にやさしい

まちづくりを進めるとともに、新宿の多彩な魅力を発掘・創造し、観光資源と

して発信していくことが求められます。 

 

また、2020年開催の東京オリンピック・パラリンピックとその後も見据え、

活力のあるまちづくりと賑わいづくりの基盤となる文化・観光、産業振興、都

市基盤整備、ユニバーサル・デザインなどの施策を総合的に推進していくこと

が必要です。 

    

これらの取り組みにより、賑わいと活力が区内全域へともたらされ、新宿区
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の魅力とブランド価値を高め、持続的に発展し、誰もが住みたい、住み続けた

いと思える愛着と誇りの持てる、やすらぎとにぎわいのまち新宿の実現へとつ

ながっていきます。 

 

●外国人旅行者が訪問した場所・一番満足した場所 

（東京都 平成 25年度国別外国人旅行者行動特性調査） 

 外国人旅行者が、都内で最も訪問した場所、一番満足した場所は「新宿・大久保」 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●都市の魅力度（㈱ブランド総合研究所によるインターネット調査（2014/10/6）） 

 新宿区は全国で２０位であり、２３区では最も魅力度が高い。 

 

  
魅力度 

（全国順位） 

1 新宿区 20 位 

2 港区 32 位 

3 渋谷区 33 位 

4 目黒区 40 位 

5 品川区 41 位 

 

●文化観光施設数（興行場、ホテル・旅館、飲食店）（件数）（平成 26年度 特別区の統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55.6%

48.4%

47.3%

42.6%

41.2%

37.4%

35.0%

33.0%

28.1%

26.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

新宿・大久保

銀座

浅草

渋谷

東京駅周辺・丸の内・日本橋

秋葉原

上野

原宿・表参道・青山

お台場・東京湾

六本木・赤坂

外国人旅行者調査／訪問した場所（複数回答）

＜平成25年度東京都＞ n=11,890人

13.8%

12.7%

12.5%

0% 5% 10% 15% 20%

新宿・大久保

浅草

銀座

一番満足した場所（上位3位）

（参考）全国： 

1位 函館市 

2位 札幌市 

3位 京都市 

 

新宿区は２３区中最も多い 

 

※興行場：映画、劇場、 

寄席、等の施設 

91
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59

52

－ 20 40 60 80 100
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千代田区

江東区

興行場施設数 （上位5区）
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●新宿区の産業 大分類別事業所数・従業者数 

（平成 24年経済センサス活動調査）（地域経済分析システム） 

 事業所数は、卸売業・小売業と宿泊・飲食サービス業が多い。 

 従業者数は、その他サービス業が最も多く、情報通信業も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宿区は２３区中２番目に多い 

新宿区は２３区中 

２番目に多い 
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●新宿区の産業 全国との比較 事業所数・従業者数 

（平成 24年経済センサス活動調査）（地域経済分析システム） 

 全国比でみた新宿区の事業所割合は、情報通信業、学術研究が高く、従業者割合はその

他サービス業が最も高い。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新宿の産業 付加価値額（企業単位） 

（平成 24年経済センサス活動調査）（地域経済分析システム） 

 新宿区は２３区中４位であり、全国で７位。 

  全国順位 付加価値額（百万円） 

１ 千代田区 １位 25,776,801 

２ 港区 ２位 17,400,137 

３ 中央区 ４位 10,637,134 

４ 新宿区 ７位 5,434,048 

５ 渋谷区 ８位 5,102,510 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 賑わい都市・新宿を創造する 

（分野：都市基盤、みどり、環境、産業振興、観光、 

文化・スポーツ） 

※付加価値額＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課 

（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費） 
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② ともに発展するまちを目指して 

 

日本の人口は、平成 20（2008）年をピークに減少局面に入り、人口減少・超

高齢社会の本格的な到来を迎えつつあります。地方では 90年代後半から人口の

伸びがマイナスとなり、少子高齢化の進展とともに、地方から都市、特に首都

圏への若年層人口の流出が大きくクローズアップされています。人口減少が経

済社会に与える影響は、経済規模の縮小やイノベーションの停滞をはじめ、地

方が縮小スパイラルに陥り、地域を維持していく上でも大きな課題をもたらす

など、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」にも指摘されているとこ

ろです。 

 

一方、まち・ひと・しごと地方創生の本旨を受け、各地方自治体では、現在、

地方版総合戦略を策定し、「まち」、「ひと」、「しごと」の創生に取り組んでいま

す。地方創生においては、東京一人勝ちや、自治体間の競争により疲弊してし

まうのではなく、日本全体として発展していくことが求められます。このため、

地方と連携し、ともに持続的な発展を促すためのプロセスづくりが必要です。 

 

新宿区は、内藤新宿の関係から長野県伊那市の旧高遠町と昭和 61年に友好提

携を宣言し、様々な分野での交流を行っています。 

平成 20年２月に伊那市と「地球環境保全のための連携に関する協定」を締結

し、平成 21年度から伊那市の市有林において間伐等の整備を行い、森林の生長

を促し、二酸化炭素の吸収を促進させることで区内の二酸化炭素の排出量の一

部と相殺するカーボン・オフセットに取り組んでいます。 

また、「新宿の森・伊那」を開設し、区民の環境体験学習の場としても活用し

ています。 

 

自治体間のカーボン・オフセットについては、群馬県沼田市、東京都あきる

野市においても同様の取組みを行い、各自治体と連携して地球環境保全に努め

ています。 

また、長野県伊那市、赤穂義士親善友好都市（北海道砂川市ほか 22自治体）、

山梨県北杜市及び群馬県沼田市との災害協定の締結により、災害時の相互援助

に向けた体制づくりを行うとともに、東日本大震災の被災地への物資提供や職

員派遣などを行っています。 

この他、大新宿区まつり「ふれあいフェスタ」では、山梨県北杜市の中学生

による太鼓の演奏や、石川県白山市、愛媛県松山市などの物産販売を行ってい

ます。 

そして、（仮称）「漱石山房」記念館の整備に向けた、新宿区夏目漱石コンク

ールでは、熊本県熊本市や愛媛県松山市などと連携して全国から作品を募集し

ています。 

さらに、東京 23区で共同主催する特別区全国連携プロジェクト※による、地
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方との連携事業にも取り組んでいます。 

 

こうした中、地方創生における新宿区の役割として、新宿のまちの強みやこ

れまでの取組みを活かし、地方との交流や連携により、共に発展していくこと

が必要です。 

このため、本戦略では、これまで様々な分野での交流実績のある友好提携都

市・伊那市との交流と連携による取組みを中心に共に持続的な発展に向けたプ

ロセスづくりを行うものとします。 

 

●地方との連携に関する提案 

 住民・企業関連からの提案では「移住希望者への支援」「体験交流を通じた連携」が多い。 

 自治体・職員関連からの提案では「意見交流の場・協議会の設定」が最も多い。 

 

 

                 （団体）                              （団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特別区長会では、各地域との新たな連携を模索し、東京を含めた各地域の経済の活性化、

まちの元気につながるような取組みとして「特別区全国連携プロジェクト」を展開してい

ます。上記調査は、全国市町村あてに本プロジェクトの趣旨の周知と併せて行ったアンケ

ートの結果です。 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 地方と連携し共に発展する 

（分野：地方との連携、友好都市との交流） 
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（３）暮らしやすさ１番のまちをめざして 

 

新宿区においても、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」で示されているよう

に、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえることや、高齢化が今後急

速に進展する中で、安心な暮らしを確保することは大きな課題です。 

一方、新宿区の特徴として、通勤・通学など交通の便利さや買い物などの利

便性が高いことから、若年層の移動が著しいこと、また、単身者・未婚者の増

加により、将来的な高齢単身者への対応などの課題も抱えています。 

 

新宿区の人口は、増加傾向にあり、就学前の０歳～５歳の子どもの人口も増

加しており、これは、出生数の増加や、子育て世代の転入によるものと考えら

れます。 

今後の動向をみると、人口ビジョンの将来人口推計（中位推計）で示したよ

うに、平成 42（2030）年には約 37万人となることが推計されていますが、平

成 25（2013）年の合計特殊出生率をみると、全国（1.43）、特別区（1.16）に

比べ 0.96と低くなっており、人口の増加要因としては、流動性の高い 20歳代

前半の若者、特に外国人の転入超過などの社会増によるものが大きくなってい

ます。 

 

一方、人口年齢構成割合では、高齢者の割合の上昇とともに、生産年齢人口

及び０～14歳までの子どもの割合は低下していくと推計されます。特にいわゆ

る団塊の世代が、75歳以上の後期高齢者となる平成 37（2025）年以降、後期高

齢人口は増加していきます。 

 

また、先に指摘したように単身世帯が著しく多く、また、未婚率も高いこと

から、今後、高齢単身世帯の増加が想定されます。 

  

●０～５歳人口の推移 

新宿区では、０～５歳人口が増加傾向にあります。 

                         

（人） 
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●転入のきっかけ（平成 26 年度区民意識調査）《新宿区人口ビジョン 図表 63》 

「Ｑ 新宿区に転入したきっかけは」 

「仕事」、「通勤・通学の事情」の回答割合が高く、単身者では合わせて約 55％が回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●単身世帯割合《新宿区人口ビジョン 図表 18》 

新宿区の単身世帯割合は 23 区で最も高く、全国でも青ヶ島村に次いで 2 番目です。 

高齢単身者割合も 23 区でも最も高く、全国でも青ヶ島村などに次いで 6 番目です。 

どちらも離島を除くと全国で最も高い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●15歳以上人口の配偶関係別割合の推移（国勢調査）《新宿区人口ビジョン 図表 36》 

1990年以降、男女とも有配偶の割合が低下し、未婚の割合が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単身世帯割合） （高齢単身者割合）

1 東京都青ヶ島村 67.2% 1 東京都青ヶ島村 57.1%

2 新宿区 62.6% 2 東京都御蔵島村 45.8%

3 渋谷区 62.5% 3 鹿児島県十島村 38.6%

4 沖縄県北大東村 61.6% 4 東京都小笠原村 37.9%

5 豊島区 60.9% 5 東京都三宅村 35.7%

6 東京都御蔵島村 60.6% 6 新宿区 34.5%

7 中野区 60.2% 7 鹿児島県宇検村 34.4%

8 鹿児島県十島村 58.7% 8 渋谷区 33.7%

9 沖縄県渡嘉敷村 57.9% 9 杉並区 33.4%

10 鹿児島県三島村 57.9% 10 豊島区 33.1%

49.1% 26.8%

32.4% 17.4%

※単身世帯数／一般世帯数 ※65歳以上単身世帯（者）数／65歳以上一般世帯人員

  特別区部   特別区部

  全国   全国

31.9%

23.6%

17.3%

10.6%

8.7%

7.1%

15.7%

11.5%

19.1%

16.0%

21.9%

4.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

仕事（就職・転職など）

通勤・通学の事情

住宅事情

生れた時から新宿区に居住

結婚・離婚・死別

学校（入学・進学など）

単身者（n=254） 同居人あり（n=712）

44.1%

45.3%

47.6%

47.9%

50.0%

51.5%

49.6%

47.1%

46.4%

44.3%

2.5%

2.9%

3.3%

3.7%

3.6%

1.9%

2.2%

2.1%

2.1%

2.1%

0%20%40%60%80%100%

1990年

1995年

2000年

2005年

2010年

（男性）

未婚 有配偶 離別 死別
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●男女別生涯未婚率の推移（国勢調査）《新宿区人口ビジョン 図表 38》 

未婚率は全国的に上昇傾向にあり、新宿区における未婚率は、全国を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宿区は、区政の基本政策として「暮らしやすさ１番の新宿」を掲げ、すべて

の区民が個人として尊重され、社会の中でそれぞれの役割を担いながら、自分ら

しく生きることができる地域社会の実現をめざしています。 

 

区民が暮らしやすいまちづくりを行うことは、地域に最も身近な自治体である

区にとって重要なことです。 

こうしたことから、人口減少や超高齢社会の本格的な到来に向けて、安心して

子どもを産み・育てることのできる環境を整備するとともに、生涯にわたり心身

ともに健康でいられ、住み慣れた地域で暮らし続けられるまちづくりに取り組ん

でいます。 

   

また、障害者が住みなれた地域で安心していきいきと暮らし続けられる環境整

備、生活困窮者のセーフティネットの整備充実、ワーク・ライフ・バランスの推

進や若者に対する支援をはじめ、女性や若者が活躍できる地域づくりを進めてい

ます。 

こうした取り組みを支えるとともに、地域の課題の解決に向けて、町会・自治

会、地区協議会、ＮＰＯをはじめ区民との連携・協働によるまちづくりを進めて

います。 
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●健康寿命（東京都福祉保健局調査） 

 「平均寿命」は 0歳時における平均余命を表します。それに対し、「65歳健康寿命」は、

65歳時における平均自立期間、つまり認知症や寝たきり状態ではなく、心身ともに自立し

て生活できる期間を示します。 

新宿区における 65 歳健康寿命は、平成 21 年で、男性は 80.3 歳、女性は 81.9 歳とな

っています。 

    

 

65歳健康寿命（歳） 

＝65（歳）＋65歳平均自立期間（年） 

 

 

 

●生活を続けたい場所（平成 25年度 高齢者の保健と福祉に関する調査） 

   一般高齢者、要支援・要介護認定者ともに、自宅での生活を一番望んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域とのつながりの必要性（平成 25年度 高齢者の保健と福祉に関する調査） 

   一般高齢者調査では、地域のつながりの必要性について、「必要だと思う」「どちらかと

いえば必要だと思う」の合計が 91.0％となっており、多くの方が必要と思っています。 

   特に前回調査の 22年度と比べて「必要だと思う」が増加しています。 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

62.3%

85.6%

14.6%

3.3%

15.4%

2.3%

2.2%

0.5%

5.4%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者

要支援・要介護認定者

可能な限り自宅で生活を続けたい

施設（特別養護老人ホームなど）へ入居したい

介護、見守りや食事の提供などがついている高齢者専用の住居に入居したい

その他

無回答
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●子育てしやすいと思う人の割合（新宿区次世代育成支援に関する調査） 

    子育てしやすいと思う人の割合は増加しています。 

区分 平成 15年度調査結果 平成 20年度調査結果 平成 25年度調査結果 

就学前児童保護者 ２４．７％ ３５．９％ ４７．０％ 

小学生保護者 １６．６％ ３５．０％ ５４．９％ 

 

●子育てしやすいと思う人の理由（平成 25年度新宿区次世代育成支援に関する調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新宿区での子育て継続意向（平成 25年度新宿区次世代育成支援に関する調査） 
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●居住継続意向（平成 26 年度区民意識調査）《新宿区人口ビジョン 図表 62》 

「Ｑ これからも新宿区に住み続けたいですか。」 

82％が「これからも新宿区に住み続けたい」と回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域の団体や集まりへの参加意向（平成 25年度区民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 心豊かに自分らしく生きることができる地域社会

の実現 

（分野：健康、高齢者、障害者、セーフティネット、 

若者支援、男女共同参画、地域コミュニティ） 

基本目標３ 子育てしやすいまちとして選ばれる都市をつくる 

（分野：子育て支援、教育） 

3.7% 39.8% 28.7% 17.5% 6.5% 3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても参加したい ある程度参加したい どちらともいえない

あまり参加したくない まったく参加したくない 無回答

38.9% 43.5% 6.5%7.3% 3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ずっと住み続けたい できれば住み続けたい

できたら区外に転出したい すぐにでも転出したい

わからない 無回答
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（４）高度防災都市化と安全安心の強化 

 

東日本大震災以来、日本列島は、地震の活動期に入ったと言われ、全国各地

で火山の噴火や地震も相次いでいます。また、首都直下地震が３０年以内に発

生する確率は７０％と高く、災害に強い、逃げないですむまちづくりが喫緊の

課題です。また、近年多発する大規模な台風や突発的な集中豪雨などの気象災

害に対しても十分な備えが必要です。 

 

切迫性の高い首都直下地震をはじめ大規模災害発生時に、都市機能を維持し、

都市活動や地域生活を継続していくための都市基盤整備が喫緊の課題です。ま

た、被害が発生した場合においても、早期回復が可能となるよう災害に強いま

ちづくりが求められます。 

 

このため、都市空間の防災性を確保するとともにインフラ機能を強化し、高

度な防災機能を備えた高度防災都市化の早期実現に向けて取り組んでいきます。 

 

また、高層マンションが多数立地する区の特性を踏まえたマンションの防災

対策や災害発生時の避難所運営をはじめ被災者支援体制の強化を図ることも必

要です。 

 日常生活の安全・安心については、関係機関や地域との連携などにより、暮

らしやすい、安全で安心なまちの実現に向けて取り組んでいきます。 

 

 

●不燃化率（平成 23年 東京の土地利用（区部）より） 

 新宿区は２３区中、建築面積ベースで６番目、延べ面積ベースで５番目となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96.4%

92.4%

89.8%

84.9%

78.6%

76.9%

72.5%

50% 60% 70% 80% 90% 100%

千代田区

中央区

港区

江東区

渋谷区

新宿区

文京区

不燃化率 （建築面積ベース） （上位7区）

99.2%

98.1%

97.3%

93.4%

90.7%

90.5%

88.4%

50% 60% 70% 80% 90% 100%

千代田区

中央区

港区

江東区

新宿区

渋谷区

文京区

不燃化率（延べ面積ベース） （上位7区）
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●耐震化の現状（「新宿区耐震改修促進計画」を元に作成） 

 

区分 耐震化率 

○住宅（賃貸共同住宅を含む） ８８．２％（平成 25年 3月） 

○民間特定既存耐震不適格建築物（賃貸共同住

宅・緊急輸送道路沿道の建築物を除く） 
８０．６％（平成 25年 3月） 

○緊急輸送道路沿道の建築物 ９０．３％（平成 24年 2月） 

○防災上重要な区有施設 
１００．０％  

※27 年に完了する本庁舎免震工事を見込んでいます。 

 

 

●刑法犯認知件数（警視庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした取り組みにより、『新宿区人口ビジョン』で目指すべき将来の方向性と

して示す、若い世代が安心して子育てをすることができるまちづくりとともに、心

豊かに暮らし続けることができる地域社会づくりに取り組みます。また、地方との

連携を図りながら、新宿の強みを活かし、誰もが住みたい、住み続けたいと思える

まちの実現を目指します。 

 

基本目標５ 高度防災都市化と安全安心の強化 

（分野：耐震化、不燃化、防災、安全安心、生活環境） 

8,508 

8,240 

7,858 

7,807 

7,637 

5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

世田谷区

新宿区

大田区

江戸川区

練馬区

刑法犯認知件数（平成26年）（上位5区）
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Ⅲ 目標の実現に向けて 

 １ ＰＤＣＡサイクルの推進 

 

   新宿区では、内部評価と外部評価から成る行政評価を実施することで、事業

の達成状況を確認するとともに、事業の見直しを行っています。 

   新宿区総合戦略に位置付けられた事業についても、行政評価を活用すること

で、ＰＤＣＡサイクルを推進し、目標の実現に向けて着実に取り組んでいきま

す。 

    

   ※ＰＤＣＡサイクルとはＰｌａｎ（計画）→ Ｄｏ（実行）→ Ｃｈｅｃｋ（評

価）→ Ａｃｔｉｏｎ（見直し）の４段階を繰り返すことによって、事業

を継続的に改善することです。 
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Ⅳ 具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ）※ 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 ・新宿区の「魅力度」の向上 

      ・外国人旅行者が訪問した場所・満足度の向上 

                          

≪基本的方向≫ 

○新宿駅周辺などの地域において、回遊性や利便性を高める都市基盤の整備を進

め、より魅力的で歩いて楽しいまちづくりを進めます。 

 

○誰もが安心して楽しめる世界的なエンターテイメントシティとして、歌舞伎町

地区のまちづくりを推進します。 

 

○地区計画等のまちづくり制度を活用し、地域の個性を活かしたまちづくりを進

めていきます。 

※四谷駅前地区、赤城地区、神楽坂地区、高田馬場駅周辺地区、信濃町駅周辺地区、

上落合地区、南榎地区、環状４号線沿道地区、中落合一丁目地区 など 

 

○ユニバーサルデザインの考えを基本としたまちづくりや、景観まちづくりによ

る快適な都市空間づくりを推進します。 

 ※水とみどりの神田川・妙正寺川地区、歴史あるおもむき外濠地区、新宿御苑みどり

と眺望保全地区、粋なまち神楽坂地区、エンターテイメントシティ歌舞伎町地区、落

合の森保全地区、一般地域 

 

○新宿の持つ貴重な水辺やみどりを、未来に引き継ぐべき区民共有の財産として

位置づけ、その保全・再生・整備を図り、やすらぎと潤いのあるまちをめざし

ます。また、地域の公園を、誰もが楽しく、快適に利用できるよう整備を進め

ます。 

 

○人と環境に配慮した道路空間の改善を図り、歩行空間の確保と快適な空間の形

成を進めます。また、自転車等の利用を支える環境を整備し、適正な自転車等

の利用を進めます。 

 

≪基本目標１≫ 賑わい都市・新宿を創造する 

分野：都市基盤、みどり、環境、産業振興、観光、文化・スポーツ 

※重要業績評価指標（ＫＰＩ：Key Performance Indicator） 
 施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標をいう。 
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○区民、事業者、区がそれぞれの立場に応じて、ごみの発生抑制、再使用、再生

利用を実践し、ごみの減量やリサイクルに積極的に取り組むことにより、資源

循環型社会を構築していきます。また、温室効果ガスの排出削減や地球環境保

全のためのさまざまな取組みなど、地球温暖化対策やヒートアイランド対策を

進めていきます。 

 

○伝統産業・地場産業における技能の保存、継承、発展に努めます。また、地域

特性に合わせた、個性的で魅力ある商店街づくりを支援し、地域のコミュニケ

ーションの場、ふれあいの場として、魅力ある商店街の活性化を図ります。 

 

○新宿の持つ多様な魅力を観光資源として、一般社団法人新宿観光振興協会を中

心に地域や企業の枠組みを超え、観光情報の収集・発信や新宿ブランドの創出、

観光イベントなどを開催し、さらなる賑わいづくりに取り組みます。 

 

○地域の誇りや愛着を育むために、地域にゆかりのある文化人や地域に埋もれて

いる歴史や文化財などを掘り起こし、保存し、伝えていくしくみづくりをして

いきます。 

 

○さまざまな文化、芸術に触れあう機会や体験を通じて、子どもたちをはじめと

した次代を担う人材を育成し、文化の継承、発展を図っていきます。 

 

○各地から多く集まる若者が活躍できる機会や場を提供して、若者が生み出す新

たな文化を支援していきます。 

 

○誰もが気軽にスポーツや学習に取り組み、楽しめる環境づくりを進めていきま

す。また、ライフステージ等に応じた場や機会を提供するとともに、地域の人

材をつなぐ仕組みづくりを進め、生涯学習スポーツ社会の実現を図っていきま

す。 
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≪具体的な施策（事業）と重要業績評価指標（ＫＰⅠ）≫ 

                     番号は新宿区第三次実行計画の事業番号 

具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

◆回遊性と利便性の向上による魅力的で歩いて楽しいまちづくり 

58  
新宿駅周辺地区の整
備推進 

①新宿駅周辺地区の整
備計画策定及び整備 

靖国通り地下通路の整備 事業促進 

駅前広場再整備と駅直近地区

のまちづくり 
事業促進 

②新宿通りモール化 新宿通りモール化 モール化実施 

③東西自由通路の整備 東西自由通路の整備 75%（整備工事） 

59  
中井駅周辺の整備推
進 

①南北自由通路の整備 
駅改良（南北自由通路設置・

バリアフリー化等） 
100%（完成） 

②駅前広場の整備 
駅前広場等の整備 100%（完成） 

歩行者専用橋の整備 100%（完成） 

◆誰もが安心して楽しめるエンターテイメントシティの実現 

60  
歌舞伎町地区のまち
づくり推進 

①歌舞伎町ルネッサン
スの推進（ＴＭＯの運
営支援） 

歌舞伎町に対する区民のイメー
ジ（以前と比較して歌舞伎町のイ
メージが向上したと思う人の割
合（区政モニターアンケート調査
による）） 

34% 

②歌舞伎町活性化プロ
ジェクトの展開（公共
空間・施設等の活用） 

歌舞伎町に対する区民のイメー
ジ（以前と比較して、歌舞伎町が、
文化の発信が盛んになったと思
う人の割合（区政モニターアンケ
ート調査による）） 

20% 

歌舞伎町に対する区民のイメー
ジ（以前と比較して、歌舞伎町が、
賑わいのあるまちになったと思
う人の割合（区政モニターアンケ
ート調査による）） 

30% 

③道路の適正利用（不
法看板と放置自転車対
策） 

違反指導店舗数 39件／回 

放置自転車数 1,200台 

④路上の清掃 
歌舞伎町クリーン作戦の参加

者数 

年 間 参 加 者 数

3,000人以上 

⑤まちづくり誘導方針
の推進 

まちづくり自主ルールの策定 
まちづくり自主ル
ールに沿ったまち

づくりの推進 

歌舞伎町地区の道路整備 
歌舞伎町デザイン
ガイドラインに基

づく整備 

◆地域特性を活かした都市空間づくり 

61  地区計画等のまちづくりルールの策定 地区計画等の取りまとめ数 1案／年 

62  景観に配慮したまちづくりの推進 
地域の景観特性に基づく区分

地区の指定地区数 
10地区 

◆誰もが自由に歩ける、利用しやすく、わかりやすいまちづくり 

63  
ユニバーサルデザイ
ンまちづくりの推進 

①ユニバーサルデザイ
ンまちづくりの推進 

啓発用ガイドブックの作成 2種類／年 

ワークショップの開催 6回／年 

②ユニバーサルデザイ
ンの視点に立った観光
案内標識の整備促進 

来街者にわかりやすい観光案

内標識の設置 

28 基（29年度末） 

※30 年度以降は必
要に応じて検討 

既設観光案内標識の盤面更新 15基（29年度末） 

◆道路環境の整備 

64  
都市計画道路等の整
備 

①補助第７２号線の整
備 

第Ⅰ期区間の整備 完了予定 

②百人町三・四丁目地区
の道路整備 

区画街路の整備 
整備完了に向け

た調整 
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具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

65  
人にやさしい道路の
整備 

①道路の改良 路線の整備 

1 路線の整備に

向けた調整 

（29年度末） 

②人とくらしの道づく
り 

下落合地区整備路線数 
3路線整備完了 

（29年度末） 

③バリアフリーの道づ
くり 

道路のバリアフリー化（高田

馬場駅周辺地区） 

1路線整備完了 

（計 9路線） 

（29年度末） 

道路のバリアフリー化（信濃

町駅周辺地区） 

1路線整備完了 

（計 1路線） 

（29年度末） 

66  道路の温暖化対策 

①環境に配慮した道づ
くり 

遮熱性舗装の施工 
  6,400㎡ 

計 19,063㎡ 

木製防護柵の設置 
   400m 

計 1,599m 

②道路の節電対策 街路灯の改修 

小型 LED 街路灯

4,489基、大型街

路灯 120基 

◆交通環境の整備 

67  自転車走行空間の整備 

神宮球場前の整備 
50%（詳細設計完

了） 

はごろも児童遊園エリアの整

備 

100% 

（整備完了） 

早大通り（外苑東通り～江戸

川橋通り）の整備 

100% 

（整備完了） 

68  
自転車等の適正利用
の推進 

①自転車等に関する総
合計画の策定 

自転車等に関する総合計画を

策定する 

策定完了 

計画に基づいた

事業推進 

②駐輪場等の整備 駐輪場等の設置駅数 30駅 

③放置自転車の撤去及
び自転車適正利用の啓
発 

区内における放置自転車台数

の減 
2,625台 

④自動二輪車の駐車対
策 

区立自動二輪車駐車場の収容

台数 
106台 

◆豊かなみどりの創造と魅力ある公園等の整備 

69  
新宿らしいみどりづ
くり 

①新宿らしい都市緑化
の推進 

花の名所づくりの整備箇所数 17か所 

屋上等緑化助成件数 66件 

②樹木、樹林等の保存
支援 

保護樹木指定本数 1,140本 

健全度調査本数 1,000本 

③新宿りっぱな街路樹
運動 

整備路線数と延長 
整備に向けた調

整 10路線 

70  新宿中央公園の魅力向上 
（仮称）新宿中央公園魅力向

上推進計画の策定 

策定の完了（29

年度末） 

71  みんなで考える身近な公園の整備 整備公園数 12園 

72  清潔できれいなトイレづくり 
公園トイレバリアフリー対応

箇所数 
35か所 

◆地球温暖化対策の推進 

73  
地球温暖化対策の推
進 

①区民省エネルギー意
識の啓発 

新宿エコ隊登録者数 5,500人 

みどりのカーテンの新規設置

枚数 
300枚／年 

②事業者省エネ行動の
促進 

環境マネジメントシステム認

証新規取得事業者 
5件／年 

中小事業者向け省エネ対策支

援事業者 
10件／年 
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具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

③区が取り組む地球温
暖化対策 

「新宿の森」でのカーボンオ

フセット事業によるＣＯ2 吸

収量 

550ｔ／年 

74  環境学習・環境教育の推進 

環境絵画展・環境日記展の応

募者数 
1,350人／年 

環境問題・環境教育への理

解・関心度 
80% 

◆資源循環型社会の構築 

75  
ごみ発生抑制を基本
とするごみの減量と
リサイクルの推進 

①資源回収の推進 資源化率 35%（29年度末） 

②容器包装プラスチッ
クの資源回収の推進 

容器包装プラスチック回収量 
3,527t 

（29年度末） 

③ごみの発生抑制の推
進 

新宿エコ自慢ポイントの登録

者数 
3,420人 

④事業系ごみの減量推
進 

立入検査件数 

（延床面積 3,000

㎡以上）200件 

（延床面積 1,000
㎡～3,000 ㎡未満）

150 件 

事業系ごみ持込量 77,000ｔ／年 

◆活力ある産業が芽吹くまちの実現 

76  観光と一体となった産業の創造・連携・発信 
出展企業数 40社／年 

ものづくりマイスターの認定

者数 
3名／年 

77  高田馬場創業支援センターによる事業の推進 区内創業者数 
延 40名 

（5名／年） 

◆魅力ある商店街の活性化に向けた支援 

78  にぎわいと魅力あふれる商店街支援 
イベント事業支援件数 100件／年 

活性化事業支援件数 9件／年 

79  商店街の魅力づくりの推進 特集する商店会等の数 

計 32 商店会（各号

2 商店会・各年、他
都市の商店会 1 商

店会を取り上げる） 

80  環境に配慮した商店街づくりの推進 
環境に配慮した商店街づくり

推進事業実施件数 
9件／年 

81  商店街空き店舗活用支援 
空き店舗活用支援融資貸付件

数 
10件／年 

◆まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造 

82  （仮称）「漱石山房」記念館の整備  整備状況 開館 

83  文化国際交流拠点機能等の整備促進 整備状況 
平成 31 年度竣工

予定 

84  文化の創造と発信 

①文化体験プログラム
の展開 

プログラム提供数 20種以上 

②新宿フィールドミュ
ージアムの展開 

ハンディガイドや観光マップ

等による区内回遊 
450,000人／年 

85  文化の薫る道づくり 路線の整備 
100% 

（29年度末） 

一般社団法人新宿観光振興協会を中心とした新宿の魅力の発信 

無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備に向けた取組み 

海外プロモーション事業助成 
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具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

◆生涯にわたり学習・スポーツ活動などを楽しむ環境の充実 

86  
図書館サービスの充実（区民にやさしい知の拠
点） 

レファレンス件数（1 日あた

り） 

90 件／日（区立

図書館全館） 

図書館資料貸出点数 250万点／年 

来館者数 185万人／年 

ホームページアクセス数 2,500万件／年 

87  子ども読書活動の推進 

区立小・中学校児童・生徒の

不読者率 

小学生 1.0% 

中学生 5.0% 

区立図書館における子どもの

年間貸出冊数 
422,000冊 

88  新中央図書館等の建設（旧戸山中学校の活用） 新中央図書館の建設 検討 

89  地域図書館の整備（落合地域） （仮称）下落合図書館の開設 
開設（平成 28 年

度末） 

90  スポーツ環境の整備 
①スポーツコミュニテ
ィの推進 

スポーツ実施率 60% 

②総合運動場の整備 総合運動場の整備検討 整備実施 

◆多文化共生のまちづくりの推進 

91  多文化共生のまちづくりの推進 
新宿区多文化共生まちづくり

会議の開催回数 
6回／年 

◆平和都市の推進 

92  平和啓発事業の推進 

平和派遣報告会、平和講演会、

すいとんの会等平和啓発事業

への参加者数 

400人／年 

平和のポスター作品展の応募 40校 
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数値目標 ・交流事業への参加者の増加 

     ・交流事業の実施回数の増加 

 

≪基本的方向≫ 

○新宿区との友好都市である伊那市との交流・連携を中心に、都市と地方のそれ

ぞれの強みを活かし、補い合いながら、共に発展していきます。 

 

○地域の祭りやイベント、文化・スポーツ交流などにより、住民同士が交流する

機会を創出します。 

  

※大新宿区まつり「ふれあいフェスタ」における、山梨県北杜市の中学生による 

太鼓の演奏や、石川県白山市、愛媛県松山市などの物産販売。 

※（仮称）「漱石山房」記念館の整備に向けた、新宿区夏目漱石コンクールにおける、

熊本県熊本市や愛媛県松山市などと連携した全国からの作品募集。                            

など 

 

 

○地方都市の森林を整備し、カーボン・オフセットを行なうことで、地球温暖化

対策に貢献します。 

 

※長野県伊那市、群馬県沼田市、東京都あきる野市と連携して実施。 

 

 

○地方都市と連携し、災害時の相互援助に向けた体制作りを進めていきます。 

 

※長野県伊那市、赤穂義士親善友好都市（北海道砂川市ほか 22自治体）、山梨県 

北杜市及び群馬県沼田市と災害協定の締結による、災害時の相互援助に向けた 

体制づくり。 

※東日本大震災の被災地への物資提供や職員派遣。          など 

 

 

○特別区２３区で共同主催している「特別区全国連携プロジェクト」により、地

方都市との交流・連携を進めていきます。 

  

≪基本目標２≫ 地方と連携し共に発展する 

分野：地方との連携、友好都市との交流 
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≪具体的な施策（事業）≫ 

                     番号は新宿区第三次実行計画の事業番号 

具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

◆地方と連携し共に発展する 

73 
地球温暖化対策の推

進 

③区が取り組む地球温

暖化対策 

「新宿の森」でのカーボン

オフセット事業によるＣ

Ｏ2吸収量 

550ｔ／年 

誕生祝い品の支給（伊那市で作成された木製おもちゃ・食器を誕生記念品として支給） 

伊那移動教室（伊那市の農家に宿泊、農業、森林体験学習） 

新宿区民踊大会（伊那市の民踊愛好団体を招待） 

伊那まつり（区内の民踊団体が、伊那まつり市民おどりに参加） 

伊那市との体験交流（伊那まつりへの参加や農林業体験、農家との交流など） 

自然体験ツアー（新宿の森を活用した環境体験学習） 

新宿ユース・ステージパフォーマンス（伊那市の児童合唱団、中学校吹奏楽団を招待） 

ふれあいフェスタ（伊那市の市民団体を招待・出演。物産販売 など） 

友好都市児童・生徒作品交流展 

新宿シティハーフマラソン（伊那市の市民ランナー参加） 

まちの先生見本市（伊那市は木工教室を出展） 

相互情報発信（相互に地域情報を広報紙に掲載） 

伊那市写真展の開催（区役所１階ロビーにて開催） 

伊那市の花（区役所１階ロビーにて開催） 

農山村ふれあい市場（歌舞伎町で開催されるイベントに伊那市関連ブースが出展） 

高遠城下まつり 

若者のつどい（伊那市ブースの出展） 

木工作り研修（新宿区職員が木工作りを習得し、区内イベントで実施） 

 

 ※ 上記の事業のほか、職員の能力向上や、両地域の相互理解と協力を深めるために、

職員の人事交流などを実施しています。 

 

※ 地方との連携は、友好提携都市・伊那市を中心に取組んでいきますが、これまでに

交流実績のある市町村や「特別区全国連携プロジェクト」など様々な機会の創出によ

り、地方と連携し共に発展していきます。 
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数値目標 ・新宿が子育てしやすいまちと感じる人の割合の向上 

・今後も新宿区で子育てをしていきたいと思う人の割合の向上 

                    

≪基本的方向≫ 

○子どもを持つすべての家庭が、地域の中で安心して子育てができる環境づくり

が必要です。そのため、子ども総合センター、子ども家庭支援センターを中心

に子育ての悩みや不安の相談・支援体制を充実するとともに、子育て支援のネ

ットワークづくりを進めていきます。 

 

○近年の出生数や就学前児童人口の増加や共働き家庭の増加を受け、認可保育所

等の申込者数は、年々増加しています。そのため、「子ども・子育て支援事業

計画」に基づき、地域の実情に即した保育施設を多様な手法により整備し、受

入れ枠の拡大を図ることにより、保育所待機児童の着実な解消を図ります。 

 

○放課後の子どもの居場所づくりを進め、遊びや自主的な活動などを通して、子

どもの成長する力を伸ばしていきます。このため、児童館や学童クラブ、放課

後子どもひろばのサービス内容の充実を図ります。 

また、子ども総合センター、子ども家庭支援センターを中心に子育ての悩みや

不安の相談・支援体制を充実するとともに、子育て支援のネットワークづくり

を進めていきます。 

 

○未来を担う子どもたちの生きる力を育むとともに、子どもたちの確かな学力の

向上、豊かな心と健やかな体づくりを推進します。 

 

○いじめや不登校等の防止に取り組むとともに、すべての小学校に特別支援教室

を設置し、発達障害の児童に対する特別支援教育の充実を図るなど、子ども一

人ひとりにきめ細かく丁寧に向き合います。 

 

○学校・家庭・地域の連携により、児童・生徒一人ひとりの個性や地域の特性を

活かせる創意工夫ある学校づくりや教育の質を高めるための学校支援を行っ

ていきます。また、よりよい教育環境をつくるため、学校施設の改善などを計

画的に行い、児童・生徒の学習や生活の場としてふさわしい学校づくりを進め

ます。 

 

≪基本目標３≫ 子育てしやすいまちとして選ばれる都市をつくる 

分野：子育て支援、教育 
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≪具体的な施策（事業）≫ 

                     番号は新宿区第三次実行計画の事業番号 

具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

◆ 安心できる子育て支援環境の整備 

13  保育所待機児童の解消 新宿区の保育所待機児童数 0人 

14  放課後の居場所の充実 

機能拡充放課後子どもひろ
ばの実施箇所数 

20所 

学童クラブ利用者アンケー
トの満足度 

85% 

15  
地域における子育て
支援サービスの充実 

①子ども家庭支援セン
ターの充実 

利用者支援事業における相
談数 

6,100人／年 

低学年のための学習支援教
室の実施箇所数 

5所 

②子どもショートステ
イの拡充 

要支援家庭を対象としたシ
ョートステイの受入人数 

200人／年 

トワイライトステイの委託
家庭数 

30世帯 

16  
子どもから若者までの切れ目のない支援の充
実 

子どもから若者までの切れ
目のない支援のあり方の検
討 

若者支援のた
めの体制や施
策の整理 

17  発達に心配のある児童への支援の充実 

保育所等訪問支援実施件数 360件／年 

ペアレントメンターの相談
件数 

192件／年 

18  ひとり親家庭の生活向上支援の充実 
ひとり親家庭生活支援相談
会出席者数 

60人／年 

19  
妊娠期からの子育て
支援 

①出産・子育て応援事
業 

看護職による面接が役に立
ったと感じた妊婦の割合 

85% 

②絵本でふれあう子育
て支援事業 

0 歳児健診での読み聞かせ
の参加者の割合 

95% 

3 歳児健診での読み聞かせ
の参加者の割合 

85% 

◆未来を担う子どもたちの生きる力を伸ばす学校教育の充実 

20  学校の教育力の向上 

①学校支援体制の充実 
児童・生徒・保護者アンケ
ートの結果 

85% 

②学校評価の充実 
第三者評価ヒアリング時の
校長アンケートの結果 

80% 

③特色ある教育活動の
推進 

学校関係者評価の結果 80% 

21  
特別な支援を必要と
する児童・生徒への
支援 

①巡回指導・相談体制
の充実 

特別支援教育推進員の派遣
日数（小学校） 

4.8日/週  
（29 校に対し
て 140日/週） 

特別支援教育推進員の派遣
日数（中学校） 

2 日/週（10 校
に対して 20 日
/週） 

専門家の助言・指導により
高い成果が得られた学校・
幼稚園数 

45校（園） 

②日本語サポート指導 

中学校 3 年生への日本語サ
ポート指導 

85%以上 

日本語を母語としない子ど
もの日本語の習得度 

70%以上 



37 

 

具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

③児童・生徒の不登校
対策 

不登校出現率 
小学校：0.20% 
中学校：2.10% 

学校復帰率 
小学校：70% 
中学校：40% 

22  学校図書館の充実 
学校図書館の活用度 上昇 

学校図書館等で薦められた
図書の読書率 

上昇 

23  時代の変化に応じた学校づくりの推進 学校規模適正化等の推進 

基本方針に基づ

く児童・生徒の

学習や生活の場

としてふさわし

い学校づくりの

推進 

24  公私立幼稚園における幼児教育等の推進 

区内公私立幼稚園における
3歳児保育確保数 

606人 

区内公私立幼稚園における
預かり保育確保数 

60,000人 

25  学校施設の改善 
学校給食施設改修工事等の
実施状況 

40校（全校） 

26  ＩＣＴを活用した教育環境の充実 

教育用ネットワークの再構
築 

40校 

教室用機器の更新 
全普通教室（特
別支援教室含
む） 

27  エコスクールの整備推進 

校庭芝生化の実施状況 
計 8校 
（29年度末） 

屋上緑化の実施状況 
計 24校 
（29年度末） 

太陽光発電設置工事の実施
状況 

計 9校 
（29年度末） 

28  
地域協働学校（コミュニティ・スクール）の推
進 

小学校の地域協働学校（コ
ミュニティ・スクール）の
指定学校（累計） 

29校 

中学校の地域協働学校（コ
ミュニティ・スクール）の
指定学校（累計） 

10校 

29  
東京オリンピック・
パラリンピックを契
機とした教育の推進 

①伝統文化理解教育の
推進 

事業に参加した児童・生徒
のアンケート結果 

85% 

②障害者理解教育の推
進 

事業に参加した児童・生徒
のアンケート結果 

85% 

③スポーツギネス新宿
の推進 

全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の質問紙調査結
果（第 2学年のみ） 

75% 

④英語キャンプの実施 
事業に参加した児童・生徒
のアンケート結果 

100% 
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数値目標 ・健康寿命の延伸 

・これからも新宿区に住み続けたいと思う人の割合の向上 

     ・地域の中でコミュニティ活動を行っている人の割合の向上 

 

≪基本的方向≫ 

○高齢者施策では、健康寿命を延ばすとともに、誰もが住み慣れた地域で、安心

して暮らし続けられるよう、地域包括ケアシステムの実現や在宅介護支援サー

ビスの充実、特別養護老人ホームの整備を推進します。また、今後、増加が見

込まれる認知症高齢者に対しては、早期発見や早期診断、相談・支援体制の充

実を図ります。 

 

○障害者施策については、障害者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる

ように、日常生活を支える支援の充実を図るとともに、地域で生活するための

基盤整備など、障害者がいきいきと暮らし続けられる環境を整備します。 

 

○区民自らが健康づくりを実践するよう、健康に対する意識の啓発を行っていき

ます。運動・栄養・休養の調和がとれた望ましい生活習慣の普及を促進し、生

活習慣病の予防を図ります。 

 

○区民の一人ひとりが男女共同参画に関する理解を深め、実践していけるよう環

境づくりを推進します。 

 

○ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和）について、事業主等への啓発・

支援などを行ない、女性や若者が活躍できる地域づくりを進めます。 

 

○自立した生活が一時的に困難な状況にある人が、個々の状況に合わせて自立し

た生活が営めるよう、就労や地域社会への参加などそれぞれの人に合った支援

を行います。また、ホームレスに対しては、就労による自立や地域生活への移

行支援を行い、路上生活からの脱却を促します。 

 

○まちづくりに積極的に参画する、区民・地域団体・ＮＰＯ・事業者等間の連携

を推進するとともに、積極的に地域活動に参画できるような環境づくりを行い

≪基本目標４≫ 心豊かに自分らしく生きることができる地域社会の実現 

分野：健康、高齢者、障害者、セーフティネット、若者支援、男女共同参画、 

地域コミュニティ 
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ます。 

 

○地域の個性や特色を活かしたコミュニティづくりを進め、地域コミュニティに

参加する楽しさや魅力を高めていきます。 

 

○町会・自治会、ＮＰＯをはじめ区民との連携・協働による地域課題の解決に取

り組んでいきます。 
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≪具体的な施策（事業）≫ 

                     番号は新宿区第三次実行計画の事業番号 

具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

◆生涯にわたり心身ともに健康で暮らせる健康寿命の延伸に向けた取組みの充実 

1 
健康寿命の延伸に向けた環境の整備（「新宿区健
康づくり行動計画（第 4期）」の策定） 

「新宿区健康づくり行動計
画（第 4期）」の策定 

策定（29 年度
末） 
計画に掲げた
各行動目標値
の達成度の把
握・評価 

2 生活習慣病の予防 
①糖尿病対策を中心と
した健康づくりの推進 

糖尿病の未治療者に対する
受診勧奨の結果、治療につ
なげられた人数 

100人 

１日に必要な野菜の摂取量
（350g）を知っている区民
の割合 

45% 

3 女性の健康支援 

女性の健康支援センターの
認知度 

25% 

女性の健康づくりサポータ
ーの登録者数 

600人 

4 食育の推進 

「食」を通じた健康づくり
ネットワークの登録団体数 

100団体 

食育に関心を持っている区
民の割合 

95% 

食事を好き嫌いなく食べる
子どもの割合 

75% 

5 歯から始める子育て支援 

むし歯のない子どもの割合 75% 

地域活動歯科衛生士による
歯科健康教育 

60回 

◆住み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケアシステムの構築 

6 
高齢者を地域で支える
しくみづくり 

①高齢者総合相談セン
ターの機能の充実 

相談件数 55,000件／年 

②在宅医療・介護のネ
ットワークの構築 

在宅療養支援診療所におけ
る合計診療患者実人数 

7,300人 

③「地域の活力」を生
かした高齢者を支える
しくみづくり 

介護支援ボランティア・ポ
イント事業における登録ボ
ランティア活動率 

70% 

④高齢者等入居支援 
家賃等債務保証料助成 20件／年 

緊急通報装置等利用料助成 20件／年 

7 
介護保険サービスの基
盤整備 

①地域密着型サービス
の整備 

認知症高齢者グループホー
ムの定員数 

11所 189人 
（29年度末） 

小規模多機能型居宅介護事
業所等の登録定員数 

10 所 259 人
（29年度末） 

②特別養護老人ホーム
の整備 

特別養護老人ホームの整備
が可能な公有地の活用検討 

公有地の活用
検討 

③ショートステイの整
備 

短期入所生活介護の定員数 
10所 127人 
（29年度末） 
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具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

8 
認知症高齢者への支援
体制の充実 

①認知症高齢者の早期
発見・早期診断体制の
推進 

認知症初期集中支援チーム
の設置 

9所 

(仮称）認知症診療連携マニ
ュアルの作成・配布 

作成・配布 

②認知症高齢者支援の
推進 

もの忘れ相談の開催回数 24回／年 

認知症サポーターの活動拠
点数 

9所 

◆障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備 

9 障害者グループホームの設置促進 
民設民営方式によるグルー
プホームの設置促進 

設置促進 

10 障害者の地域生活支援体制の構築 
障害者の地域生活支援体制
の構築、推進 

構築、推進 

11 障害を理由とする差別の解消の推進 
障害者の特性に応じたコミ
ュニケーション支援等の実
施件数 

1,620件／年 

◆成年後見人等による権利の擁護  

12 成年後見制度の利用促進 
成年後見制度の認知度 60% 

成年後見・権利擁護専門相
談件数 

200件／年 

◆セーフティネットの整備充実 

30 
ホームレスの自立支援
の推進 

①拠点相談事業 ホームレス数 70人 

②自立支援ホーム 
年度内退所者のうち就労自
立したホームレスの割合 

80% 

③地域生活の安定促進
（訪問サポート） 

元ホームレスである生活保
護受給者が地域で安定した
生活を送るための支援 

400人／年 

31 
生活保護受給者の自立
支援の推進 

①就労支援の充実 

ハローワークとの連携等に
よる就労支援者数 

300人／年 

民間との連携による就労準
備支援者数 

180人／年 

②自立した地域生活を
過ごすための支援の推
進 

地域生活を送る生活保護受
給者を対象とした支援の支
援者数 

250人／年 

小･中学生とその保護者を
対象とした支援の支援者数 

40人／年 

32 生活困窮者の自立支援の推進 

自立相談支援事業の利用者
数 

720件／年 

包括的・継続的な支援の実
施者数 

200件／年 

◆女性や若者が活躍できる地域づくりの推進 

33 男女共同参画の推進 

①男女共同参画の推進
と多様な生き方を認め
合う社会づくり 

講座の定員充足率 80% 

区民との協働で実施してい
るパートナーシップ講座の
開催 

7回／年 

②区政における女性の
参画の促進 

審議会等における女性委員
の比率 

40% 

全審議会における女性委員
のいる審議会の比率 

100% 
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具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

34 配偶者等からの暴力の防止 ＤＶ防止啓発講座参加者  90人／年 

35 
ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和）
の推進 

認定企業数 208社 

推進宣言企業から推進認定
企業にステップアップした
企業数 

5社 

◆だれもが地域で働き続けられる仕組みづくり  

36 
障害者、高齢者、若年非就業者等に対する総合
的な就労支援 

就職者数（障害者、若年非
就業者等） 

55人／年 

就職者数(無料職業紹介事
業の利用者) 

180人／年 

◆地域の課題を共有し、ともに考え、地域の実情に合った区政運営の推進  

37 
町会・自治会及び地区
協議会活動への支援 

①町会・自治会活性化
への支援 

町会・自治会の加入率 55% 

②地区協議会活動への
支援 

地区ごとの特性に合った活
動を支える、支援策の検討 

地域課題の解
決に向け、地区
ごとの特性に
合った活動を
支える支援策
の実施 

38 
ＮＰＯや地域活動団体
等、多様な主体との協
働の推進 

①協働事業提案制度の
推進 

事業実施数 6事業 

②協働支援会議の運営 協働のしくみの検討 

協働事業の評
価等を通じた、
新宿区にふさ
わしい協働推
進のしくみを
つくる 

③協働推進基金を活用
したＮＰＯ活動資金助
成 

ＮＰＯ活動資金助成による
助成事業数 

6団体／年 

39 生涯学習・地域人材交流ネットワークの活用 

登録者の延べ活動日数 6,000日 

登録者数（個人・団体含む） 720件 
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数値目標 ・建築物の耐震化率の向上 

・建築物の不燃化率の向上 

・犯罪の認知件数の減少                  

 

≪基本的方向≫ 

 ○首都直下地震に備え、都市空間の防災性を確保するとともにインフラ機能を強

化し、災害に強い高度な防災機能を備えた高度防災都市づくりを行うことが喫

緊の課題です。 

このため、建築物の耐震化や木造住宅密集地域の解消、防災街区整備事業を活

用した市街地再開発事業など、災害に強いまちづくりにスピード感を持って取

り組み、新宿の高度防災都市化の早期実現を図ります。 

  

○区民一人ひとりの防災意識を高めるとともに、被災時に互いに助け合う体制を

構築し、地域社会の災害への対応能力を向上します。 

 また、女性や高齢者及び障害者等、配慮を要する方の安全安心を確保するため、

避難所における支援体制の強化を図ります。 

 

○地域の防犯対策や空き家の適正管理、客引き行為等の防止対策、危険ドラッグ

対策など、日常生活の安全・安心を高め、暮らしやすい、安全で安心なまちを

実現します。 

 

○区民の生命と健康を守るため、特に社会的影響の大きな感染症については、日

頃からの予防啓発等により発生防止に努め、事態が発生した場合は体制を強化

し感染拡大の防止を図ります。 

 

○良好な生活環境づくりの推進のため、路上喫煙対策やアスベスト対策などに取

り組みます。 

 

  

≪基本目標５≫ 高度防災都市化と安全安心の強化 

分野：耐震化、不燃化、防災、安全安心、生活環境 



44 

 

≪具体的な施策（事業）≫ 

                     番号は新宿区第三次実行計画の事業番号 

具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

◆災害に強い、逃げないですむ安全なまちづくり 

◇築物等の耐震化の推進 

40  
建築物等の耐震性強
化 

①建築物等耐震化支援
事業 

耐震改修工事費補助件数 
(木造)77件/年 

(非木造)8件/年 

戸別訪問実施件数 4,000件 

②擁壁・がけ改修等支
援事業 

改修工事費助成 12件／年 

コンサルタント派遣 12件／年 

◇木造住宅密集地区解消の取組みの推進  

41  
木造住宅密集地区の
防災性強化 

①木造住宅密集地区整
備促進（若葉・須賀町
地区） 

木造住宅密集地区整備促進 
241 戸（完了 4
件） 

道路用地等拡幅 
1,438㎡ 
（28年度末） 

②不燃化推進特定整備
事業（西新宿五丁目地
区） 

木造建築物の除却 
99件 
※木造建築物
の除却総件数 

③木造住宅密集地区に
おける建替え促進 

建替え工事費助成 200件 

木造建築物除却工事費助成 37件 

④新たな防火規制によ
る不燃化の促進 

新たな防火規制の指定地区
数 

4地区（累計） 
（29年度末） 

◇市街地整備による防災・住環境等の向上  

42  
再開発による市街地
の整備 

①市街地再開発事業助
成（西新宿五丁目中央
北地区） 

事業進捗率 100%（完成） 

②市街地再開発事業助
成（四谷駅前地区） 

事業進捗率 100%（完成） 

③市街地再開発事業助
成（西新宿五丁目中央
南地区） 

事業進捗率 
90%（権利変換
計画認可・着工
時） 

④防災街区整備事業助
成（西新宿五丁目北地
区） 

事業進捗率 100%（完成） 

⑤市街地再開発の事業
化支援 

事業進捗率 

西新宿五丁目
中央南地区：
90%（事業助成
地区へ） 
西新宿三丁目
西地区：70% 

◇災害に強い都市基盤の整備 

43  細街路の拡幅整備 
協議による拡幅延長 6ｋｍ/年 

声かけによる拡幅延長 0.5ｋｍ/年 

44  道路の無電柱化整備 

地中化整備路線 
補助第 72号線Ⅰ期 

 甲州街道脇南側区道 
 聖母坂通り 

100% 
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具体的な施策（事業・枝事業） 重要業績評価指標（KPI）平成 31 年度末 

45  
道路公園の防災性の
向上 

①道路の治水対策 道路の治水対策 140,621㎡ 

②道路・公園擁壁の安
全対策 

擁壁の点検箇所数 

28 年度の全体調

査（48か所）後、

注意を要すると

判定された箇所 

46  まちをつなぐ橋の整備 補修橋りょう数 
橋りょう延命
化計画に基づ
き実施 

◆災害に強い体制づくり 

47  
多様な主体との連携による多世代への防災思
想の普及啓発 

多様な主体との連携 10団体 

48  
避難所において配慮を要する方への支援体制
の充実 

配慮を要する方の視点に立
った備蓄物資の整備 

完了 

49  福祉避難所の充実と体制強化 民間事業者との協定締結 20所 

50  災害用備蓄物資の充実 備蓄物資の購入 完了 

51  マンション防災対策の充実 ガイドラインの策定 策定 

◆暮らしやすい安全で安心なまちの実現  

◇犯罪のない安心なまちづくり 

52  安全推進地域活動重点地区の活動強化 

安全推進地域活動重点地区
の指定数 

125 団体(各年度

ごとに 5 団体を

指定し、2年間で

10団体指定) 

重点地区及び防犯ボランテ
ィアグループ相互により連
携又は協働化する活動地区
数 

延べ 20地区（重

点地区及び防犯

ボランティアグ

ループ相互の連

携又は協働化を

年 2 地区以上 2

年間で延べ 5 地

区） 

◆感染症の予防と拡大防止 

53  新型インフルエンザ等対策の推進 
発生時に向けた訓練の参加
人数 

延べ 400名 

◆良好な生活環境づくりの推進 

54  路上喫煙対策の推進 
駅周辺での路上喫煙率 0.1%以下 

生活道路での路上喫煙率 0.5%以下 

55  アスベスト対策 

アスベスト除去等工事費助
成実施件数 

15年／年 

アスベスト含有調査費助成
実施件数 

20件／年 

56  空家等対策の推進 

空家等の実態調査及びデー
ターベースの整備 

100% 
（28年度末） 

空家等対策計画策定 100% 

57  
分譲マンションの適正な維持管理及び再生へ
の支援 

マンション管理相談実施件
数 

48件／年 
（1 回あたり 2
件×24回） 

マンション管理相談員派遣
件数 

24件／年 

 


